
令和８年度第１回固定資産評価審査委員会 

 

日　時　　令和８年７月６日（月）午後１時３０分～　 

会　場　　監査委員室 

 

次　　　　第 

 

１　開　会 

２　挨　拶 

３　議　事 

　（１）委員長の選出について 

　（２）委員長職務代理の指定について 

　（３）その他 

４　閉　会











令和８年度固定資産評価審査委員会　資料（収納課）

　収納課では、令和７年度に４件の不動産公売を実施した。 

　うち、２件については、単独所有だったため、特段の手続きを経ずに公売を実施したが、その他

の２件については、共有員が存在したため、納税通知書の再発行を行うとともに、下記のとおり公

売を実施した。 

 

１　相続人代表者以外の相続人への通知 

　（被相続人） 

A（夫）　　令和３年３月死亡 

　　　生前から滞納があり、不動産差押後に死亡 

　（相続人） 

Ｂ（妻）　　　相続人代表者　（持ち分１／２） 

　　　Ｃ（長男）　　（持ち分１／４） 

　　　Ｄ（次男）　　（持ち分１／４） 

 

　死亡前の滞納に加えて、登記の移転がなされておらず、Ａ名義での固定資産税の滞納が嵩んで

いた。 

　Ｂについては、納税通知書が送付されていたため納税義務は成立していたが、ＣとＤについては、

納税義務が成立しておらず、Ａ所有の不動産を処分のために下記のとおり実施した。 

 

　令和７年７月１７日　Ｃ及びＤに対して納税通知書を発送 

　令和７年１０月２８日　不動産公売実施　７者応札 

　令和７年１１月１８日　相続人Ｂから滞納税全額納付により公売取消 

 

２　不動産共有員への通知 

（所有者） 

　E（元夫）　代表者（持ち分１／２）　 

　F（元妻）　（持ち分１／２） 

 

　離婚後も不動産登記は、E と F の共同名義のまま。E 外１名の名義で毎年の課税が成立。 

　E 持ち分については、既に不動産差押を執行していたが、F 持ち分については、納税義務が成

立していないことから差押を執行することができなかったため、当該不動産を処分のために下記

のとおり実施した。 

 

　令和７年７月１６日　F に対して納税通知書を発送 

　令和７年８月１９日　F に対して督促状を発送 

　令和７年９月１６日　F 持ち分について不動産差押を執行 

　令和７年１０月２８日　不動産公売実施　１者応札 

　令和７年１１月１８日　売却決定 

令和７年度の不動産公売によって、計 1,457 万 5,247 円の滞納を解消した。 



令和８年度固定資産評価審査委員会　資料（収納課）

　また、昨年度納税通知書の再発行を行い、今年度不動産公売を実施予定の案件が１件あり。 

 

３　相続人代表者以外の相続人への通知 

　（被相続人） 

G(夫)　　平成２１年１月死亡 

　（相続人）　 

　　　H（妻）　　平成２４年１０月２日死亡 

　　　I（長女）　令和３年１１月２４日死亡 

J（長男）　相続人代表者 

K（次男）　　　　　　　　　　　　　子世代（持ち分１／４） 

L（次女） 

M（I の子） 

N（I の子） 　　　　　　 　　　　　孫世代（持ち分１／１６） 

O（I の子） 

P（I の子） 

 

G の死亡後も登記の移転がなされておらず、G 名義での固定資産税の滞納が嵩んでいた。 

　　　相続人代表者の J については、納税通知書が送付されていたため納税義務は成立していた

が、この他の相続人６名については、納税義務が成立しておらず、G 所有の不動産処分のため

に下記のとおり実施した。 

 

令和７年１０月３１日　子世代の３名（I・K・L）に対して納税通知書を発送 

　　　　　　　　　　　　　I への通知が返戻。I の死亡を確認→I の相続人調査 

令和８年２月１３日　孫世代の４名（M～P）に対して納税通知書を発送 

令和８年３月１９日　子・孫世代　計６名（K～P）に対して督促状を発送 

令和８年４月１５日　代位による不動産の所有権移転を実施 

同日　相続人全員の持ち分について不動産差押を執行 

 

令和８年１０月頃　公売実施予定



共有員への納税通知書の発送について

納税通知書の効力
①租税債権確定の通知（税額の通知）
②履行の請求（納期限の決定）

課税庁

納税義務者
納税通知書

発送 到達

納税通知書の
効力発生

（１）基本

※令和７年度配布資料



課税庁

納税義務者
納税通知書

（朝霞 A子様 外３名宛）

発送 到達

納税通知書の
効力発生

（２）共有員がいる場合
代表者

（朝霞 A子）

代表者以外の納税義務者（外３名）

納税通知書の
効力が発生しない

差押の
前提条件

①納税通知書の
発送・到達

②督促状の
発送・到達

納期限から２０日以内

③差押可能

督促状を発した日から
起算して１０日を経過

①が成立していない以上、②・③も実施することができない


